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証券コード：1896
平成28年６月６日

株 主 各 位

東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号

代表取締役 長 谷 川  仁

第85期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第85期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので､

ご出席くださいますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月23日（木曜日）

午後５時30分までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成28年６月24日（金曜日）午前10時

２．場 所 東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号

住友不動産猿楽町ビル

当社本店　11階　会議室

（末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
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３．目 的 事 項

報 告 事 項 第85期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報

告の内容、計算書類の内容及び連結計算書類の内容並びに会計

監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役８名選任の件

第３号議案 監査役１名選任の件

第４号議案 補欠監査役１名選任の件

以　上

○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申し上げます。

○代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する株主の方に委任する場合

に限られます。ただし、代理人は１名とさせていただきます。

○本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「業務の適正を確保するための

体制及び当該体制の運用状況」、「個別注記表」及び「連結注記表」につきまして

は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.obayashi-road.co.jp/ir/）に掲載しておりますので、添付書類には

記載しておりません。

○株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合

は、上記ウェブサイトに掲載させていただきます。

○当日は軽装（クールビズ）にてご対応させていただきますので、株主の皆様におか

れましても軽装にてご出席いただきますようお願い申し上げます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

１　会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当期におけるわが国経済は、中国をはじめとした新興国経済の減速による影響

が一部に見られるものの、個人消費は雇用・所得環境の着実な改善を背景に底堅

く推移しており、企業部門においても収益の改善が続くなど、景気は緩やかな回

復基調で推移しました。

道路建設業界におきましては、公共投資が減少傾向にあるものの、民間の設備

投資については、企業収益が高水準で推移するなかで緩やかな増加基調が続いて

おります。

このような状況の下、当社は品質及び利益の向上に重点をおき、工事受注量及

び製品販売量の確保に努めました。その結果、当期の受注高は前期に比べ5.7％減

の約1,131億１千万円、売上高は前期に比べ4.0％増の約1,136億７千万円となりま

した。

利益につきましては、売上高の増加と不採算工事の減少など採算性の向上に努

めたことにより、売上総利益は前期に比べ22.7％増の約162億１千万円、経常利益

は前期に比べ34.9％増の約113億円となり、当期純利益は前期に比べ37.4％増の約

69億６千万円となりました。

－ 3 －
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(2) 部門別の概況

①　工事部門

当期の受注高は、官公庁工事が前期に比べ29.2％減の約239億円、民間工事は

5.8％増の約745億円となりましたので、工事部門の総受注高は前期に比べ5.5％

減の約985億円となりました。

また、完成工事高は前期に比べ5.7％増の約990億円、完成工事総利益は完成

工事高の増加と不採算工事の減少など採算性の向上に努めたことにより、前期

に比べ23.4％増の約122億円となりました。

工事部門における主な受注工事及び完成工事は、次表のとおりであります。

〔主要受注工事〕

発 注 者 工 事 名 工事場所

積水化学工業株式会社 東京工場解体撤去・土壌措置(改良)工事 埼 玉 県

国土交通省関東地方整備局 国道16号町田立体舗装(その２)工事 東京都・神奈川県

中日本高速道路株式会社 西湘バイパス 越波防止柵設置工事 神奈川県

国土交通省中部地方整備局 平成27年度鵜沼地区交通安全工事 岐 阜 県

西日本高速道路株式会社 新名神高速道路 川西舗装工事 兵 庫 県

本州四国連絡高速道路株式会社 平成27年度鳴門管内舗装補修工事(その２) 兵庫県・徳島県

防 衛 省 九 州 防 衛 局 鹿屋(Ｈ27)駐機場整備工事 鹿児島県

－ 4 －
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〔主要完成工事〕

発 注 者 工 事 名 工事場所

国土交通省北海道開発局 函館空港滑走路(30側)改良工事 北 海 道

気 仙 沼 市 気仙沼漁港水産加工施設等集積地基盤整備工事 宮 城 県

株式会社ジェイアール東日本都市開発 東海道線戸塚駅西口開発計画 新築工事 神奈川県

岩 谷 産 業 株 式 会 社 イワタニ水素ステーション 刈谷新築工事 愛 知 県

新関西国際空港株式会社
関西国際空港２期新ターミナル(T3)地区エプロン
舗装等工事

大 阪 府

国土交通省近畿地方整備局
近畿自動車道紀勢線黒崎トンネルコンクリート
舗装工事

和歌山県

西日本高速道路株式会社 高知自動車道 高知管内舗装補修工事 愛媛県・高知県

②　製品部門等

当期のアスファルト合材その他製品売上高は前期に比べ6.7％減の約146億円、

製品売上総利益は前期に比べ20.4％増の約39億円となりました。

③　当期の部門別受注高、売上高及び繰越高 （単位：百万円）

部 門 別
前 期
繰 越 高

当 期
受 注 高

当 期
売 上 高

次 期
繰 越 高

工 事 部 門 43,403 98,506 99,071 42,838

製 品 部 門 等 － 14,605 14,605 －

計 43,403 113,111 113,676 42,838

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

(3) 資金調達の状況

当期は、増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。
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(4) 設備投資の状況

当期の設備投資額は約36億円で、その主なものはアスファルトプラント及び建

設廃材の中間処理設備の更新、舗装機械の購入であります。

(5) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

当社の財産及び損益の状況の推移 （単位：百万円）

項 目
第　 82 　期

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

第　 83 　期

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

第　 84 　期

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

第85期(当期)

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

受 注 高 94,729 112,877 119,947 113,111

売 上 高 94,729 108,863 109,353 113,676

当 期 純 利 益 2,016 4,038 5,068 6,966

１株当たり当期純利益 43円32銭 86円88銭 111円13銭 154円84銭

総 資 産 76,993 79,151 85,648 93,671

純 資 産 26,822 30,478 33,537 39,795

（注）１．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

２．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）によ

り算出しております。

＜参考＞連結決算の推移 （単位：百万円）

項 目
第　 82 　期

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

第　 83 　期

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

第　 84 　期

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

第85期(当期)

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

受 注 高 94,926 113,151 121,539 114,836

売 上 高 94,908 109,157 110,881 115,711

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,080 3,957 5,298 7,154

１株当たり当期純利益 44円69銭 85円13銭 116円17銭 159円02銭

総 資 産 77,544 79,589 87,000 95,002

純 資 産 27,298 30,952 34,521 40,797
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

当社の親会社は株式会社大林組であり、同社は当社の株式18,746千株（議決

権比率41.70％）を保有いたしております。

親会社とは、建築外構工事、土木工事などを通じて一定の取引がありますが、

これら取引については一般取引条件と同様に合理的に決定することとしており

ます。当社取締役会は、親会社との取引が、親会社から独立した意思決定に基

づいて行われており、当社の利益を害するものではないと判断しております。

親会社とは、今後とも安定的な取引を継続し、必要な情報・技術などの交流

を図り、緊密な関係を維持していく所存であります。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

東 洋 テ ッ ク ス 株 式 会 社 50 100 管更生工事など土木工事

株 式 会 社 カ ネ ナ カ 60 100 舗装工事、土木工事

－ 7 －
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(7) 対処すべき課題

今後のわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで各種政策の効果もあ

って緩やかな回復基調が続くことが期待されますが、中国をはじめとする新興国

や資源国等の景気の下振れにより、国内景気が下押しされることが懸念されるな

ど、先行きは不透明な状況にあります。

道路建設業界におきましては、民間設備投資は企業収益の改善を背景に緩やか

な増加基調が続くと思われますが、公共投資は前年度に引き続き減少が予想され、

また、先行き不透明な原材料価格の動向や技術者・技能労働者不足の常態化など、

企業収益への影響が懸念されます。

当社は、このような情勢の下、建設事業における競争力の強化のため、環境分

野の技術開発や民間営業への注力、小規模商業施設等の建築事業の強化を図ると

ともに、製造・販売他事業においては、製造設備の更新・強化による製造コスト

の低減と品質の向上、環境保全に努め、販売量の確保を目指す所存であります。

なお、当社及び当社関係者は、平成28年２月29日、東日本高速道路株式会社東

北支社が発注する東日本大震災に係る舗装災害復旧工事の入札に関し、独占禁止

法違反により東京地方検察庁から起訴されました。また、平成28年３月24日、同

社関東支社が発注する東日本大震災に係る舗装災害復旧工事の入札に関しても、

同法違反の疑いがあるとして公正取引委員会の立入り検査を受けました。

当社は、法令遵守の徹底に努めてまいりましたが、このような事態に至りまし

たことは誠に遺憾であり、株主の皆様、お取引先をはじめ関係各位に多大なご迷

惑とご心配をおかけしておりますことを心からお詫び申し上げます。

当社は、この度の事態を厳粛かつ真摯に受け止め、速やかに社内調査を行い、

適宜、再発防止策を策定・実施するとともに、当該再発防止策の妥当性に関する

客観的な評価及び提言を得ることを目的に、平成28年３月３日付で当社から独立

した社外有識者・専門家から構成される社外調査委員会を設置いたしました。役

職員一同、今後とも法令遵守の一層の徹底に取り組み、早期の信頼回復に最善を

尽くしてまいります。

－ 8 －
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(8) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

当社は建設業法により、特定建設業者〔(特-24)第2523号〕として国土交通大臣

の許可を受け、建設業及びこれに関連する事業を行っております。

その主な内容は、舗装工事、土木工事及び建築工事の請負並びにアスファルト

合材の製造・販売及び再生砕石の製造・販売等であります。

(9) 主要な営業所等（平成28年３月31日現在）

本 店 東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号

支 店 関東支店(東京都千代田区)、大阪支店(大阪市)、

北海道支店(札幌市)、東北支店(仙台市)、北信越支店(新潟市)、

中部支店(名古屋市)、中国支店(広島市)、九州支店(福岡市)、

四国支店(高松市)

営 業 所 全国各地49ヵ所

アスファルト混合所 全国各地50ヵ所(うちシーロフレックス製造センター２ヵ所)

そ の 他 技術研究所(東京都清瀬市)、機械センター(埼玉県久喜市)

子 会 社 東洋テックス株式会社(東京都千代田区)

株式会社カネナカ（岩手県釜石市）

(10) 従業員の状況（平成28年３月31日現在）

従 業 員 数
平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

期 末 員 数 前 期 末 比 増 減

1,029名 8名増 41.8歳 17.2年

（注）１．平均年齢及び平均勤続年数は、それぞれ小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。

２．上記のほか、臨時従業員を期中平均302名雇用しております。

－ 9 －
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(11) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 800百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 700百万円

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 500百万円

(12) その他会社の現況に関する重要な事項

特に記載すべき事項はありません。

２　会社の株式に関する事項（平成28年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 80,000,000株

(2) 発行済株式の総数 46,818,807株

(3) 株 主 数 3,656名

(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

 千株  ％

株 式 会 社 大 林 組 18,746 41.66

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,144 4.76

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託コスモ石油口） 1,679 3.73

大 林 道 路 従 業 員 持 株 会 860 1.91

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 741 1.64

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 726 1.61

ＣＢＮＹ　ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ 640 1.42

大 林 道 路 柏 友 持 株 会 625 1.39

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 558 1.24

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 516 1.14

（注）１．当社は、自己株式を1,828,974株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は、発行済株式の総数から自己株式を控除して計算しております。
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３　会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況（平成28年３月31日現在）

氏 名 会社における地位 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

長谷川　　　仁 代 表 取 締 役 社 長 社務全般

坪　内　卓　夫 代 表 取 締 役 専務執行役員
工事部門統括、技術全般、安全品質環境・
エンジニアリング・総合評価対策・機械セ
ンター担当

濱　田　道　博 取 締 役 専務執行役員 営業部門統括、合材事業・建築担当

山　内　賴　道 取 締 役 常務執行役員 事務部門統括、経営企画・内部統制担当

斉　藤　克　巳 取 締 役 常務執行役員 中部支店長

湧　井　敏　雄 取 締 役
一般社団法人神奈川経済同友会専務理事
日産車体株式会社社外監査役
株式会社有隣堂社外監査役

佐　藤　俊　美 取 締 役 株式会社大林組本社経営企画室長兼グループ事業統括室長

寺　前　邦　次 常 勤 監 査 役

岡　野　正　知 常 勤 監 査 役

桃　崎　有　治 監 査 役
桃崎有治公認会計士事務所代表
ＯＳＪＢホールディングス株式会社社外監査役
株式会社ベネフィット・ワン社外取締役

野　本　昌　城 監 査 役
野本法律会計事務所代表
岡本硝子株式会社社外監査役

（注）１．取締役湧井敏雄氏は、社外取締役であります。

２．監査役寺前邦次氏、監査役桃崎有治氏及び監査役野本昌城氏の３名は、社外監査役であり

ます。

３．取締役湧井敏雄氏、監査役桃崎有治氏及び監査役野本昌城氏の３名は、東京証券取引所の

定める独立役員であります。なお、当該３名の兼職先と当社との間には特別の関係はありま

せん。

４．監査役寺前邦次氏、監査役岡野正知氏、監査役桃崎有治氏及び監査役野本昌城氏は、次の

とおり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

・監査役寺前邦次氏は、株式会社大林組の経理部長を歴任するなど財務及び会計に関する相

当程度の知見を有しております。

・監査役岡野正知氏は、当社の経理部長を歴任するなど財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。

・監査役桃崎有治氏は、公認会計士資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。

・監査役野本昌城氏は、法務省大臣官房租税訟務課長を歴任し、また、税理士の資格を有す

るなど財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

－ 11 －
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５．平成28年４月１日付で取締役の担当を次のとおり変更いたしました。

氏 名 会社における地位 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

坪　内　卓　夫 代 表 取 締 役 専務執行役員 工事部門統括、技術全般、エンジニア
リング・機械担当

山　内　賴　道 取 締 役

６．当事業年度中に辞任した会社役員

水谷悟氏及び橋本茂氏は、平成27年６月24日開催の第84期定時株主総会終結の時をもって

監査役を辞任しております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社と各取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び各監査役は、会

社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、取締役（業務執行取締役等である

ものを除く。）につきましては、３百万円または法令が定める最低責任限度額の

いずれか高い額、監査役につきましては法令が定める最低責任限度額としており

ます。

(3) 取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支給額 摘 要

取 締 役 ８名 113百万円
取締役報酬限度額は、年額180百万円以内
（平成27年６月定時株主総会決議）

監 査 役
（うち社外監査役）

６名
(４名)

42百万円
(25百万円)

監査役報酬限度額は、年額50百万円以内
（平成27年６月定時株主総会決議）

（注）昨年退任した非常勤監査役１名及び現任の非常勤取締役１名に対しては、報酬を支払っており

ません。

－ 12 －
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(4) 社外役員に関する事項

社外役員の主な活動状況

氏 名 会社における地位 主 な 活 動 状 況

湧 井 敏 雄 社 外 取 締 役

昨年６月の定時株主総会において取締役に選任さ
れた後、当事業年度中に開催された取締役会９回
すべてに出席し、主に企業経営における豊富な経
験と識見を活かして独立した立場から、適宜必要
な発言を行っております。

寺 前 邦 次 社 外 監 査 役

当事業年度中に開催された取締役会12回及び監査
役会11回すべてに出席し、主にコンプライアンス
の観点から議案、審議等につき適宜必要な発言を
行っております。

桃 崎 有 治 社 外 監 査 役

昨年６月の定時株主総会において監査役に選任さ
れた後、当事業年度中に開催された取締役会９回
及び監査役会７回すべてに出席し、企業会計に関
する豊富な経験を持った公認会計士としての観点
から適宜必要な発言を行っております。

野 本 昌 城 社 外 監 査 役

昨年６月の定時株主総会において監査役に選任さ
れた後、当事業年度中に開催された取締役会９回
及び監査役会７回すべてに出席し、高度な知見と
豊富な経験を有した法曹としての観点から適宜必
要な発言を行っております。

（注）社外取締役及びすべての社外監査役は、平素から取締役会または監査役会において、法令遵守
の重要性とその徹底について適宜発言しており、本事業報告「１．会社の現況に関する事項　(7)
対処すべき課題」（８頁）に記載の独占禁止法違反に関する報告を受けた後は、法令遵守の一層
の徹底を求め、再発防止策やその実効性の確保等について積極的に提言を行っております。

－ 13 －
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＜参考：執行役員＞（平成28年３月31日現在）

氏 名 会社における地位 担 当

長谷川　　　仁 ※ 社 長 社務全般

坪 内 卓 夫 ※ 専 務 執 行 役 員
工事部門統括、技術全般、安全品質環境・エンジニ
アリング・総合評価対策・機械センター担当

濱 田 道 博 ※ 専 務 執 行 役 員 営業部門統括、合材事業・建築担当

山 内 賴 道 ※ 常 務 執 行 役 員 事務部門統括、経営企画・内部統制担当

斉 藤 克 巳 ※ 常 務 執 行 役 員 中部支店長

梶 　 太 郎 常 務 執 行 役 員 技術研究所担当

◎ 池 田 　 朗 常 務 執 行 役 員 大阪支店長

◎ 濵 　 充 薫 常 務 執 行 役 員 関東支店長

石 川 　 洋 執 行 役 員 エンジニアリング部長兼技術研究所長

山 本 　 茂 執 行 役 員 四国支店長

杉 野 　 明 執 行 役 員 北海道支店長

黒 沼 良 彰 執 行 役 員 営業担当

桑 原 　 豊 執 行 役 員 総務部長

右 近 信 介 執 行 役 員 九州支店長

黒 沢 武 典 執 行 役 員 営業部長兼建築部長

大 福 紀 雄 執 行 役 員 環境施設営業部長

小 原 信 也 執 行 役 員 中国支店長

☆ 岩 尾 敬 司 執 行 役 員 大阪支店副支店長

（注）１．※印は取締役であります。

２．◎印は平成27年４月１日付で昇任した執行役員であります。

３．☆印は平成27年４月１日付で就任した執行役員であります。

－ 14 －
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４　会計監査人に関する事項

(1) 名　　　称　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

支 払 額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 45百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

45百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事

業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、前事業年度の会計監査人の監査計画と実績の対比を踏まえ、当事業年度の監

査計画における監査時間及び報酬の見積額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等の

額につき、会社法第399条第１項に定める同意を行っております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会社法第340条に定める会計監査人の解任のほか、原則として、会

計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には､株主総会に

提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

(4) 会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分

金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分等の内容の概要

①　処分対象

新日本有限責任監査法人

②　処分の内容

・３ヶ月の業務の一部停止（契約の新規の締結に関する業務の停止）

（平成28年１月１日から同年３月31日まで）

・業務改善命令（業務管理体制の改善）

－ 15 －
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貸　借　対　照　表

（平成28年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 純 資 産 の 部

（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

完 成 工 事 未 収 入 金

売 掛 金

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

預 け 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

長 期 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

（93,671)

69,289

15,030

4,504

7,412

32,852

2,828

1,750

419

935

1,300

2,000

274

△19

24,382

21,362

3,935

2,967

356

13,260

85

758

203

2,816

633

179

61

1,397

356

301

△113

（ 負  債  の  部 ） (53,876)

流 動 負 債 47,267

支 払 手 形 7,569

電 子 記 録 債 務 6,801

工 事 未 払 金 15,203

買 掛 金 3,192

短 期 借 入 金 2,000

リ ー ス 債 務 34

未 払 金 1,366

未 払 費 用 1,426

未 払 法 人 税 等 2,515

未 成 工 事 受 入 金 1,410

預 り 金 2,749

完成工事補償引当金 436

工 事 損 失 引 当 金 147

独占禁止法関連損失引当金 731

設 備 関 係 支 払 手 形 487

そ の 他 1,193

固 定 負 債 6,608

リ ー ス 債 務 55

再評価に係る繰延税金負債 1,501

退 職 給 付 引 当 金 4,820

環 境 対 策 引 当 金 3

そ の 他 227

（純 資 産 の 部） (39,795)

株 主 資 本 39,169

資 本 金 6,293

資 本 剰 余 金 6,095

資 本 準 備 金 6,095

利 益 剰 余 金 27,805

利 益 準 備 金 952

そ の 他 利 益 剰 余 金 26,853

圧 縮 記 帳 積 立 金 78

別 途 積 立 金 12,000

繰 越 利 益 剰 余 金 14,774

自 己 株 式 △1,025

評価・換算差額等 626

その他有価証券評価差額金 162

土地再評価差額金 463

資 産 合 計 93,671 負 債 純 資 産 合 計 93,671

－ 16 －
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損　益　計　算　書

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
（単位：百万円）

売 上 高

完 成 工 事 高 99,071

製 品 売 上 高 14,605 113,676

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 86,775

製 品 売 上 原 価 10,689 97,464

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 12,296

製 品 売 上 総 利 益 3,915 16,211

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,935

営 業 利 益 11,276

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 34

受 取 手 数 料 8

そ の 他 14 56

営 業 外 費 用

支 払 利 息 30

そ の 他 2 32

経 常 利 益 11,300

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 4

固 定 資 産 受 贈 益 7

移 転 補 償 金 24

補 助 金 収 入 6

そ の 他 0 42

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 19

固 定 資 産 除 却 損 92

減 損 損 失 15

独占禁止法関連損失引当金繰入額 731

そ の 他 16 875

税 引 前 当 期 純 利 益 10,467

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,689

法 人 税 等 調 整 額 △188 3,501

当 期 純 利 益 6,966

－ 17 －
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株主資本等変動計算書

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰 余 金
合 計

圧 縮
記 帳
積 立 金

別 途
積 立 金

繰 越
利 益
剰 余 金

平成27年４月１日　期首残高 6,293 6,095 6,095 952 76 12,000 8,597 21,626 △1,021 32,994

当 期 中 の 変 動 額

圧 縮 記 帳 積 立 金 の 取 崩 - - - - △0 - 0 - - -

剰 余 金 の 配 当 - - - - - - △719 △719 - △719

当 期 純 利 益 - - - - - - 6,966 6,966 - 6,966

自 己 株 式 の 取 得 - - - - - - - - △3 △3

税 率 変 更 に よ る
積 立 金 の 調 整 額

- - - - 1 - △1 - - -

土地再評価差額金の取崩 - - - - - - △67 △67 - △67

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

- - - - - - - - - -

当 期 中 の 変 動 額 合 計 - - - - 1 - 6,177 6,179 △3 6,175

平成28年３月31日　期末残高 6,293 6,095 6,095 952 78 12,000 14,774 27,805 △1,025 39,169

評価・換算差額等

純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金

土 地 再 評 価

差 額 金

評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

平成27年４月1日　期首残高 229 312 542 33,537

当 期 中 の 変 動 額

圧 縮 記 帳 積 立 金 の 取 崩 - - - -

剰 余 金 の 配 当 - - - △719

当 期 純 利 益 - - - 6,966

自 己 株 式 の 取 得 - - - △3

税 率 変 更 に よ る
積 立 金 の 調 整 額

- - - -

土地再評価差額金の取崩 - - - △67

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

△67 150 83 83

当 期 中 の 変 動 額 合 計 △67 150 83 6,258

平成28年３月31日　期末残高 162 463 626 39,795

－ 18 －

株主資本等変動計算書
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成28年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 純 資 産 の 部

（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

電 子 記 録 債 権

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

預 け 金

そ   の   他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

長 期 保 証 金

そ   の   他

貸 倒 引 当 金

(95,002)

70,354

15,780

40,374

7,412

2,020

429

944

2,000

1,411

△19

24,647

21,592

3,959

3,041

366

13,352

85

786

205

2,849

928

1,313

357

363

△113

（ 負  債  の  部 ） (54,204)

流 動 負 債 47,865

支払手形・工事未払金等 26,193

電 子 記 録 債 務 6,801

短 期 借 入 金 2,000

リ ー ス 債 務 34

未 払 法 人 税 等 2,600

未 成 工 事 受 入 金 1,514

完成工事補償引当金 436

工 事 損 失 引 当 金 147

独占禁止法関連損失引当金 731

そ の 他 7,404

固 定 負 債 6,339

リ ー ス 債 務 55

再評価に係る繰延税金負債 1,501

環 境 対 策 引 当 金 3

退職給付に係る負債 4,550

そ   の   他 227

（純 資 産 の 部） (40,797)

株 主 資 本 39,981

資 本 金 6,293

資 本 剰 余 金 6,095

利 益 剰 余 金 28,617

自 己 株 式 △1,025

その他の包括利益累計額 816

その他有価証券評価差額金 162

土地再評価差額金 463

退職給付に係る調整累計額 190

資 産 合 計 95,002 負債純資産合計 95,002

－ 19 －

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
（単位：百万円）

売 上 高 115,711

売 上 原 価 99,094

売 上 総 利 益 16,617

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,101

営 業 利 益 11,516

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 18

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 53

そ の 他 22 95

営 業 外 費 用

支 払 利 息 31

そ の 他 2 33

経 常 利 益 11,577

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 5

固 定 資 産 受 贈 益 7

移 転 補 償 金 24

補 助 金 収 入 6

そ の 他 0 44

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 19

固 定 資 産 除 却 損 92

減 損 損 失 15

独占禁止法関連損失引当金繰入額 731

そ の 他 16 875

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 10,746

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,786

法 人 税 等 調 整 額 △195 3,591

当 期 純 利 益 7,154

親会社株主に帰属する当期純利益 7,154

－ 20 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成27年４月１日　期首残高 6,293 6,095 22,250 △1,021 33,618

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰  余  金  の  配  当 － － △719 － △719

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

－ － 7,154 － 7,154

自 己 株 式 の 取 得 － － － △3 △3

土地再評価差額金の取崩 － － △67 － △67

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － 6,367 △3 6,363

平成28年３月31日　期末残高 6,293 6,095 28,617 △1,025 39,981

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計
そ の 他 有 価
証券評価差額金

土 地 再 評 価
差 額 金

退 職 給 付 に
係る調整累計額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平成27年４月１日　期首残高 229 312 360 903 34,521

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰  余  金  の  配  当 － － － － △719

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

－ － － － 7,154

自 己 株 式 の 取 得 － － － － △3

土地再評価差額金の取崩 － － － － △67

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△67 150 △170 △87 △87

連結会計年度中の変動額合計 △67 150 △170 △87 6,276

平成28年３月31日　期末残高 162 463 190 816 40,797

－ 21 －

連結株主資本等変動計算書
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平 成 2 8 年 ５ 月 ６ 日

大 林 道 路 株 式 会 社
取 締 役 会 　 御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 長　坂　　　隆 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佐　藤　賢　治 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、大林道路株式会社の平成27年４月
１日から平成28年３月31日までの第85期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書､
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために､監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明
細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以　上

－ 22 －

会計監査人の監査報告
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平 成 2 8 年 ５ 月 ６ 日

大 林 道 路 株 式 会 社

取 締 役 会 　 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 長　坂　　　隆 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佐　藤　賢　治 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、大林道路株式会社の平成27年４月１日か
ら平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た､監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、大林道路株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以　上

－ 23 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第85期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の

上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針等に従い、取締役、内部監査部門

その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め

るとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等

を閲覧し、本店及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたし

ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通

及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す

るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め

る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され

ている体制(内部統制システム)について、取締役及び使用人等からその構築

及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求める等監視及び

検証いたしました。

③　会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及び理

由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容に

ついて検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の

執行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条

各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企

業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、その内容等につい

て説明を求めました。

－ 24 －

監査役会の監査報告
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算

書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその

附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資

本等変動計算書及び連結注記表)について検討いたしました。

２　監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は、相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の

職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④　親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さな

いように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかにつ

いての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められま

せん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は、相当であると

認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は、相当であると

認めます｡

平 成 2 8 年 ５ 月 1 0 日

大林道路株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 寺 前 邦 次 
常 勤 監 査 役 岡 野 正 知 
監　 査　 役 桃 崎 有 治 
監　 査　 役 野 本 昌 城 

(注)　常勤監査役寺前邦次、監査役桃崎有治及び監査役野本昌城の３名は、会社法第２条第16号に

定める社外監査役であります。

以　上

以　上

－ 25 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、長期にわたり安定した配当を維持することを第一とし、財務体質の強化
や将来に備えた技術開発、設備投資等を図るための内部留保の充実を勘案のうえ､業
績に応じた配当を行うことを基本方針としております。
このような方針のもと、当期の期末配当金につきましては、１株につき20円の配

当とさせていただきたく存じます。

期末配当に関する事項
(1) 配当財産の種類

金銭
(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

普通株式１株につき金20円　　　　総額899,796,660円
(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成28年６月27日

＜参考＞
直前５事業年度の当期純利益と１株当たり配当金の推移

0 0

2,000

4,000

6,000

8,000
当期純利益（百万円） １株当たり配当金（円）

6

3

12

15

18

9

21

第80期 第81期 第82期 第83期 第84期
第85期
（当期）

当期純利益（百万円) 216 519 2,016 4,038 5,068 6,966

１株当たり配当金（円) 3 3 8 12 16 20

－ 26 －

剰余金処分議案
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第２号議案　取締役８名選任の件

本定時株主総会終結の時をもって取締役全員（７名）の任期が満了いたしますの

で、取締役８名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社の
株 式 の 数

1

は

長
せ

谷
がわ

川
 

　
 

　
 

　
ひとし

仁

(昭和25年３月22日生)

昭和47年５月　株式会社大林組入社

平成17年２月　同社東京本社東京建築事業部工事第三部長

平成17年６月　大林組(上海)建設有限公司董事長・総経理

平成19年４月　株式会社大林組執行役員

同社東京本社海外建築事業部副事業部長

平成19年10月　同社東京本社ドバイ総合事務所副所長

平成20年４月　同社東京本社海外支店副支店長

平成22年４月　同社海外支店副支店長

平成22年７月　同社海外支店アジア統括事務所長

平成25年４月　当社副社長

平成25年６月　当社代表取締役（現任）

当社社長（現任）

（担当：社務全般）

5,000株

2

つぼ

坪
うち

内
たく

卓
お

夫

(昭和25年11月30日生)

昭和49年４月　当社入社

平成15年４月　当社本店工務部長

平成18年６月　当社執行役員

平成20年６月　当社常務執行役員

平成21年４月　当社大阪支店長

平成22年６月　当社取締役

平成25年４月　当社専務執行役員（現任）

平成27年４月　当社代表取締役（現任）

（担当：工事部門統括、技術全般、エンジニアリング・機

械)

12,000株

3

はま

濱
だ

田
みち

道
ひろ

博

(昭和27年１月22日生)

昭和49年４月　当社入社

平成15年４月　当社本店合材事業部長

平成18年６月　当社執行役員

平成20年６月　当社取締役（現任）

当社常務執行役員

平成24年４月　当社専務執行役員（現任）

（担当：営業部門統括、合材事業・建築）

5,000株

－ 27 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社の
株 式 の 数

4

さい

斉
とう

藤
かつ

克
み

巳

(昭和29年10月14日生)

昭和53年４月　当社入社

平成23年４月　当社中部支店長

平成23年６月　当社執行役員

平成26年４月　当社常務執行役員（現任）

平成27年６月　当社取締役（現任）

平成28年４月　当社関東支店長（現任）

（担当：関東支店長）

3,000株

5

わく

湧
い

井
とし

敏
お

雄

(昭和24年４月６日生)

昭和47年４月　株式会社横浜銀行入行

平成11年４月　同行執行役員金融市場部長

平成14年６月　株式会社浜銀総合研究所取締役副社長兼

研究理事

平成16年３月　株式会社横浜グランドインターコンチネ

ンタルホテル専務取締役

平成20年６月　日鍛バルブ株式会社社外監査役

平成22年６月　株式会社浜銀総合研究所常勤監査役

平成23年５月　一般社団法人神奈川経済同友会専務理事

（現任）

平成24年６月　日産車体株式会社社外監査役（現任）

平成24年11月　株式会社有隣堂社外監査役（現任）

平成27年６月　当社社外取締役（現任）

0株

6

さ

佐
とう

藤
とし

俊
み

美

(昭和35年４月６日生)

昭和60年４月　株式会社大林組入社

平成21年４月　同社海外支店企画部長

平成22年７月　同社海外支店企画管理部長

平成23年１月　同社海外支店北米統括事務所副所長

平成25年４月　同社本社財務部長

平成27年５月　同社本社経営企画室長兼グループ事業統

括室長（現任）

平成27年６月　当社取締役（現任）

0株

－ 28 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社の
株 式 の 数

7

いし

石
づか

塚
よし

義
お

男

(昭和27年１月７日生)

【新　任】

昭和49年４月　株式会社大林組入社

平成23年４月　同社常務執行役員

同社東京本店土木事業部副事業部長

平成23年12月　同社東北支店震災復興総合工事事務所総

括所長

平成24年４月　同社東北支店震災復興室長

平成25年４月　同社本社土木本部副本部長

平成28年４月　当社副社長（現任）

（担当：社務全般）

4,000株

8

たか

高
がい

貝
かつ

克
や

也

(昭和32年５月11日生)

【新　任】

昭和58年４月　株式会社大林組入社

平成20年４月　同社東京本社法務部長

平成22年４月　同社本社総務部長

平成28年４月　当社常務執行役員（現任）

（担当：事務部門統括、経営企画・コンプライアンス・内

部統制）

2,000株

（注）１．各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．湧井敏雄氏は社外取締役候補者であります。また、当社は、同氏を東京証券取引所の定めに

基づく独立役員として届け出ております。

３．社外取締役候補者とした理由について

湧井敏雄氏につきましては、経営者としての豊富な経験と高い識見を当社取締役会における

適切な意思決定及び経営監督に反映していただくため、社外取締役として選任をお願いするも

のであります。

４．社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数について

湧井敏雄氏は、本定時株主総会終結の時をもって当社の社外取締役の在任期間が１年となり

ます。

５．責任限定契約の内容の概要について

当社は、湧井敏雄氏及び佐藤俊美氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任の限度額を、３百万円または法令が定める最低責任限度額のい

ずれか高い額とする契約を締結しております。両氏の再任が承認された場合は、両氏との当該

契約を継続する予定であります。

６．湧井敏雄氏が当社社外取締役として在任中に判明した当社における法令または定款に違反

する事実その他不当な業務執行が行われた事実への対応等につきましては、本事業報告「３．

会社役員に関する事項　(4)社外役員に関する事項」（13頁）に記載のとおりであります。

－ 29 －

取締役選任議案



2016/05/24 11:21:29 / 15173129_大林道路株式会社_招集通知

第３号議案　監査役１名選任の件

本定時株主総会終結の時をもって、常勤監査役寺前邦次氏の任期が満了いたしま

すので、監査役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案の提出につきましては､あらかじめ監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

氏　　　名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社の
株 式 の 数

やま

山
うち

内
より

賴
みち

道

(昭和28年８月15日生)

【新　任】

昭和52年４月　株式会社大林組入社

平成19年４月　同社広島支店総務部長

平成22年４月　当社常勤顧問

平成22年６月　当社取締役（現任）

当社常務執行役員

2,000株

（注）１．監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．責任限定契約の内容の概要について

当社は、山内賴道氏との間で、同氏が本定時株主総会において選任された場合には、会社法

第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任の限度額を法令の定める最

低責任限度額とする契約を締結する予定であります。

－ 30 －

監査役選任議案
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任

をお願いするものであります。

なお、本議案の提出につきましては､あらかじめ監査役会の同意を得ております。

補欠の監査役候補者は、次のとおりであります。

氏　　　名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社の
株 式 の 数

うえ

上
だ

田
けん

健
じ

二

(昭和24年８月31日生)

昭和48年４月　株式会社大林組入社

平成17年12月　同社九州支店総務部長

平成21年９月　同社東京本社法務部専任役

平成22年４月　同社本社法務部担当部長

平成24年６月　株式会社内外テクノス常勤監査役

0株

（注）１．補欠の監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．上田健二氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３．補欠の社外監査役候補者とした理由について

上田健二氏につきましては、株式会社内外テクノスの常勤監査役としての経験を当社の監査

に反映していただくため、補欠の社外監査役として選任をお願いするものであります。

４．責任限定契約の内容の概要について

当社は、上田健二氏が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任の限度額を法令の定める最低責任限度額とする契約を締結

する予定であります。

以　上

－ 31 －

補欠監査役選任議案
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定時株主総会会場ご案内図

会　場　東京都千代田区猿楽町２丁目８番８号　住友不動産猿楽町ビル

当社本店　11階　会議室

交　通　ＪＲ総武線・都営三田線「水道橋駅」より徒歩約４分

東京メトロ半蔵門線・都営新宿線・都営三田線

「神保町駅」より徒歩約８分

JR水道橋駅

東京歯科大学
水道橋病院

日本大学
経済学部

三崎町
交差点

靖国通り

みずほ銀行

神保町駅

（東京メトロ半蔵門線）
（都営新宿線、三田線）

三菱東京ＵＦＪ銀行

外堀通り

神 田 川

水
道
橋
駅

水
道
橋
西
通
り

白
山
通
り

（
都
営
三
田
線
）

東京ドームホテル

西口
東口

庭のホテル東京

首
都
高
速
道
路

東急ステイ水道橋

工芸高等学校

東洋高等学校

大林道路㈱
本店

お問い合わせ先　大林道路株式会社本店総務部
TEL　03-3295-8860

地図




